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平成28年度輸出戦略実行委員会 物流部会 検討内容

●今後の課題

① 農林水産物・食品輸出の集約化の推進・事例共有

② 鮮度保持や衝撃対応等の物流に係わる技術の継続的な収集・普及

③ 国内物流から商品を販売するまでの全体を見た上での問題点、解決策の把握

●目的

•青果物・鮮魚等の生鮮品の輸出物流コストの低減を図るため、海上輸送を可能とする鮮度保持技術の開発が進められている。一方、
物流コストの低減には、技術に加え、複数の輸出者による連携や多品目・複数産地の混載等、貨物を集約する取組が不可欠である。

•このため、今年度は先進的な事例等の調査を行い、輸出者が大ロット化を進め、貨物の集約に応じ、物流コストを低減する適正な輸送
モードを選択できるような示唆を得ることを目的とした。

●検討内容・結果

１．事例・技術集への事例の追加

・鮮度保持技術を利用した輸出事例や鮮度保持技術を追加

Ex１. ＣＡコンテナを用いた輸出事例

Ex２．食品を傷めない効果のある保冷氷や衝撃を吸収する梱包等の先進的な技術

・貨物の集約に関して、商社・卸等や物流事業者が実施している混載サービスについて取りまとめ

２．輸送モード選択、利用時のヒントの取りまとめ

・適切な輸送モードを選択するための示唆として、輸送ロットごとに推奨される輸送方法、コンテナの選択肢を整理

・リーファーコンテナを適正に使用するための注意点を取りまとめ

３．海外の大ロットの鮮度保持輸送事例調査

・海外輸出者(アメリカ、オランダの事例)を調査。貨物をロット化し、輸送時だけではなく、梱包や選果の機械化等により効率化を実現
し、コスト削減に成功していることが判明。
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●検討内容・結果
【卸売市場を活用した輸出戦略】に係る取組状況
• 【現地情報等の取得サポート】開設者である成田市や京都市は、海外調査等を実施した上で、市場関係者へのフィードバックを実施。

その他、卸売業者が仲卸業者/農協/生産者に海外情報やニーズ情報を提供し、輸出取組をサポートする事例も多数。
• 【販売開拓の推進】卸売業者が海外バイヤーの招へい（産地の視察を併せて実施）及び展示商談会を実施している。
• 【輸出手続きサポート】成田市公設地方卸売市場は、市場内で産地証明の発行、検疫、通関を実施予定。すでに市場内で植物防

疫官が出張検疫を実施している市場も複数存在する。
• 【大ロット・鮮度保持・混載輸送推進】大阪市中央卸売市場東部市場・京都市中央卸売市場第一市場では鮮度保持に関する実

証実験を実施し、大田市場においては青果物と花きの混載輸送を実施した。
• 【代金決済リスクサポート】具体的な取組については、今後検討予定。尚、貿易保険等の利用が検討されている。

【農林水産業の輸出力強化戦略】に係る取組状況
• 【海外バイヤーへの卸売市場施設の開放】海外バイヤーが直接卸売市場において取引している例は少なく、主に仲卸業者等から商

品を購入している。また、海外バイヤーは検品/商談のために、年に２、３回程度訪問している市場が多く、常時常駐している事例はな
い。年に数回、海外バイヤーを招へいし、市場/産地の視察を行っている市場も存在する。

• 【コンテナヤード等の整備】愛知豊明花き地方卸売市場は昨年度、既存施設内に輸出向けの保冷庫・空調設備を設置。輸出向け
にも対応するため、大阪鶴見花き地方卸売市場、大田市場において、荷捌き施設/加工施設等の整備が見られる。

●今後の課題
① 引き続き、「卸売市場を活用した輸出戦略」等に係る取組状況/課題の確認及び共有を行う。
② 卸売市場を活用した輸出促進を図るために、卸売市場関係者向けの情報提供（輸出先行事例、各国のマーケット情報等）の在り

方を検討するとともに、JETROの情報や輸出関連事業の活用方法についての具体例を共有する。
③ 海外バイヤーに対し、我が国の卸売市場の情報や卸売市場利用について、海外バイヤー向けガイドブック等の作成を検討する

平成28年度輸出戦略実行委員会 卸売市場部会 検討内容

●目的
卸売市場部会では、H27年度にとりまとめた「卸売市場を活用した輸出戦略」に係る取組状況を確認・共有し、課題の洗い出しを行うとと
もに、「農林水産業の輸出力強化戦略」に基づく卸売市場の輸出拠点化の実態を共有するとともに今後の課題をとりまとめる。
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平成28年度輸出戦略実行委員会 既存添加物分科会 検討内容

●今後の課題

① 製造事業者による既存添加物の米国・EU向け申請に向けた準備 （データ収集）

② 農林水産省による関係製造事業者への支援 （データ収集に係る支援）

●目的
既存添加物分科会では、加工食品の輸出を促進するために、厚生労働省の必要な協力を得て、優先度の高い4品目について事業者の
取り組みに係る情報共有を行いながら、今後の支援策等を検討する。

●検討内容・結果

• クチナシ黄色素、クチナシ青色素について、各既存添加物製造事業者が米国FDAとの事前協議等、米国・ＥＵ向け申請への準備を
開始。ベニコウジ（赤）色素については、安全性証明の難易度、承認後の効果の大きさ等について引き続き検討することとした。

• 農林水産省は、上記既存添加物のデータ収集・申請に係る費用について、関係する製造事業者への支援を引き続き検討。

• 既存添加物分科会事務局では、当該既存添加物を活用した加工食品の輸出拡大意向等について、即席麺・菓子等の業界団体及
びメーカーに対してヒアリングを実施。その結果は既存添加物製造事業者とも共有し、今後の検討における基礎資料として活用していく
予定。
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平成28年度輸出戦略実行委員会 FSMA部会 検討内容

●検討内容・結果
・ 今年度、第103条の日本語訳や解説等を整備するとともに、他の規則（第106条、及び第111条）やガイダンス等についての翻訳を

行い、事業者への情報提供を実施。（ジェトロ）
・ FSMAセミナー・PCQI*トレーニングを開催し、国内事業者の対応を促進。（農林水産省補助事業を通じてジェトロにて実施）
・ FSMAセミナー（入門編）等を通じてメルマガの案内を行い、今年度の登録者数は300人(合計約2,000人)、7通(合計14通)の

メルマガを発信済み。また、メルマガ登録企業に対しFSMA対応フォローアップアンケートを実施し、事業者のFSMA対応進捗状況**
を把握、支援策の有用性を確認。

・ 我が国特有の農産物（コメ、茶）の生産慣行等についてFDAに資料を送付し、そのFSMA細則での適用範囲について回答を求めて
いるところ。

*FSMA対応に必要な食品安全計画の策定者、予防管理適格者（PCQI）のこと
**フォローアップアンケートによると第103条対応済と認識している企業8社中、PCQIの配置済の企業は3社

●今後の課題

① 各事業者の状況に応じ、情報提供、個別支援等のきめ細やかな対応を行う。

・ 特に、予防管理適格者（PCQI)の役割理解と配置促進に向けた情報提供、トレーニングの実施 及び

・ FSVPの内容及び対応方法についての情報提供等

② 我が国特有の農産物（コメ、茶）の生産慣行等について、FSMAガイドラインに適切に反映させる。

③ 事業者が適切なFSMA対応を実施できるようにするため、米国での日本産食品の流通等に関する情報収集・課題把握を行う。

●目的
FSMA（米国食品安全強化法）部会では、FSMAに円滑に対応していくため、事業者・業界団体・関係省庁及び関係部署等と協力し
て対策を検討する。

●FSMA細則の適用スケジュール
・ 2016年9月に第103条（危害分析及びリスクに基づく予防管理）、2017年1月に第105条（農産物の安全基準）の適用が開始

された。また、2017年4月に第111条（衛生的な食品輸送）、2017年5月に第301条（外国供給業者検証プログラム(FSVP))、
2019年7月に第106条(意図的な食品不良事故防止）等の細則が順次適用される予定。
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平成28年度輸出戦略実行委員会 ハラール部会 検討内容

●今後の課題

① 事業者がハラール認証の取得やハラール食品の輸出に関心を持っても、ハラールに関する「正確な」情報の不足が課題となることがある
ため、これまでまとめた「手引き」や調査等の成果を周知する。

② インドネシア、アラブ首長国連邦（UAE）など制度の移行期である国があり、今後も情報を収集していく。

●目的
輸出拡大を図る上で、マレーシア、インドネシアや中東などイスラム圏への食品輸出に取り組むことは重要である。そのため、ハラールの取組に
かかる課題・事例・各国事情実態等を整理・検討し、ハラール認証取得、輸出の成功事例創出につなげるための議論を行う。

●検討内容・結果

• マレーシアにおける食品市場調査

 JAKIM公認の国内認証団体が２団体から６団体へ拡大するなど、ハラール食品輸出の機運が高まっているマレーシアを対象に、
現地の市場概況、食品の消費実態、ハラールに関する消費者認識等の調査を実施。

• ハラール食品輸出に向けた「手引き」

 平成26年度に作成した、ハラール認証の仕組みや各国における制度の違い等の基本的な情報を整理した「手引き」について、
マレーシア市場調査を踏まえつつ、最新の情報に更新。

• 次年度以降の取組に向けて、イスラム法の専門家へのヒアリングを実施。
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委員一覧_物流部会

【委員】

• 荒畑 稔 独立行政法人 日本貿易振興機構 農林水産・食品部 主幹

• 犬井健人 日本通運株式会社 海運事業支店 事業統括部部長(物流開発)

• 梅津克彦 ヤマト運輸株式会社 執行役員国際戦略室長

• 田村健次 株式会社ＭＴＩ 取締役

• 蔦 研一 一般社団法人 日本貿易会 政策業務グループ部長(国際担当)

• 橋詰政之 全国農業協同組合連合会 営農販売企画部
輸出推進課 審査役

• 波多江淳治 九州農産物通商株式会社 代表取締役

• 林 克彦 流通経済大学 教授

• 村上敏夫 一般社団法人 日本物流団体連合会 理事・事務局長

• 茂木道雄 株式会社藤生 営業本部長

• 山内義浩 郵船ロジスティクス株式会社 第一総合開発営業部長

• 頼房伸吾 イオンリテール株式会社 海外商品部 食品輸出担当部長

【省庁側】

• 平嶋隆司 国土交通省 総合政策局 物流政策課長

• 町田倫代 国土交通省 総合政策局 国際物流課長

• 中東 一 農林水産省 農林水産技術会議事務局 研究企画課長

• 東野昭浩 農林水産省 生産局 園芸作物課 園芸流通加工対策室長

• 宮浦浩司 農林水産省 食料産業局 食品流通課長

• 中澤克典 農林水産省 食料産業局 輸出促進課長

• 加藤靖之 農林水産省 食料産業局 輸出促進課 専門官

(委員は五十音順、敬称略)
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委員一覧_卸売市場部会

【委員】

• 荒畑 稔 独立行政法人 日本貿易振興機構
農林水産・食品部 主幹

• 五十嵐昭夫 成田市経済部卸売市場 公設地方卸売市場長

• 大西常裕 株式会社なにわ花いちば 専務取締役

• 小川征英 中央魚類株式会社 代表取締役副社長

• 加藤了嗣 株式会社大田花き 執行役 社長室長

• 久保忠博 東京青果株式会社 経営戦略室長

• 小林一浩 株式会社福岡魚市場 総合企画室 室長

• 重村修一郎 豊明花き株式会社 常務会付 経営企画室 次長

• 前永真吾 東果大阪株式会社 ストラテジーグループ執行役員

• 前安井裕 大都魚類株式会社 執行役員 総務部長

• 向瀬正人 京都青果合同株式会社 取締役 果実統括部長

• 和田達雄 仙台中央食肉卸売市場株式会社 執行役員
営業部 部長

【省庁側】

• 森本信吾 農林水産省 消費・安全局 植物防疫課 課長補佐

• 佐藤京子 農林水産省 生産局 園芸作物課園芸
流通加工対策室 課長補佐

• 橋本泰治 農林水産省 生産局 園芸作物課
花き産業・施設園芸振興室 課長補佐

• 武田裕紀 農林水産省 食料産業局 食品流通課 卸売市場室長

• 田中耕一郎 農林水産省 食料産業局 食品流通課 課長補佐

• 定家英仁 農林水産省 食料産業局 食品流通課 卸売市場室 課長補佐

• 薄井 剛 農林水産省 食料産業局 食品流通課 卸売市場室
市場機能高度化専門官

• 成澤行人 水産庁 漁政部 加工流通課 水産物貿易対策室
漁業監督指導官

• 中澤克典 農林水産省 食料産業局 輸出促進課長

• 谷本憲一 農林水産省 食料産業局 輸出促進課 係長

(委員は五十音順、敬称略)
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委員一覧_既存添加物分科会

【委員】

• 脊黒勝也 一般社団法人 日本食品添加物協会 常務理事

• 濱田哲一 独立行政法人 日本貿易振興機構
農林水産・食品部 加工食品・酒類支援課 課長

• 中島光一 三栄源エフ・エフ・アイ株式会社 執行役員 第三事業部長

【省庁側】

• 鶏内雅司 厚生労働省 医薬食品局 食品安全部
基準審査課 課長補佐

• 阪本和広 農林水産省 消費・安全局 食品安全政策課 課長補佐

• 松嶋喜昭 農林水産省 食料産業局 食品製造課 課長補佐

• 中澤克典 農林水産省 食料産業局 輸出促進課長

• 松浦 宏 農林水産省 食料産業局 輸出促進課 課長補佐

• 安藤 徹 農林水産省 食料産業局 輸出促進課 調査員

(委員は五十音順、敬称略)
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委員一覧_FSMA部会

【委員】

• 大矢建朗 三井物産株式会社 食料・流通事業業務部
連結経営支援室 市場リスク・物流管理チ－ム/
食の安全管理チーム チームリーダー

• 海澤幸生 ペリージョンソンホールディング株式会社
ペリージョンソン レジストラー 食品安全プログラムマネージャー

• 加澤保昌 JFCジャパン株式会社 経営企画部長

• 紙徳秋子 全日本菓子輸出工業協同組合連合会(ジャパンタコム)

• 佐竹良昭 エスビー食品株式会社 品質保証室 室長
(全日本カレー工業協同組合)

• 田中牧子 西本貿易株式会社 WAF事業営業本部 GPO部FS チーフ

• 中嶋伊和夫 一般社団法人 全国清涼飲料工業会 技術部長

• 名武 茂 ハウス食品グループ本社株式会社
経営役 国際事業本部長 (全日本カレー工業協同組合)

• 浜辺武彦 全国漁業協同組合連合会 食品品質管理室 室長

• 藤原康子 独立行政法人日本貿易振興機構
農林水産・食品部 主幹

• 牧野龍夫 竹本油脂株式会社 参与海外戦略室 室長 (日本ごま油工業会)

• 鷲尾卓哉 東京共同貿易株式会社 常務取締役

【省庁側】

• 浦上憲治 厚生労働省 医薬・生活衛生局 生活衛生・食品安全部
監視安全課 HACCP企画推進室 輸出食品安全対策官

• 秋元京子 農林水産省 消費・安全局 消費・安全政策課 調査官

• 内田 誠 農林水産省 政策統括官付参事官付 参事官補佐(国際班)

• 安養寺康 農林水産省 生産局 総務課 国際室 課長補佐

• 亀谷 充 農林水産省 生産局 農業環境対策課 生産専門官

• 寺本久幸 農林水産省 食料産業局 食品製造課 総務班 課長補佐

• 三浦友聡 農林水産省 食料産業局 食品製造課
食品企業行動室 課長補佐

• 中澤克典 農林水産省 食料産業局 輸出促進課長

• 常葉光郎 農林水産省 食料産業局 輸出促進課
海外輸入規制対策室長

• 松浦 宏 農林水産省 食料産業局 輸出促進課 課長補佐

• 安藤 徹 農林水産省 食料産業局 輸出促進課 調査員

(委員は五十音順、敬称略)
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【委員】

• 安藤哲嗣 全日本菓子輸出工業協同組合連合会 事務局

• 伊藤久美 日本畜産物輸出促進協議会 事務局 調査役

• 臼井靖彦 全国開拓農業協同組合連合会 事業推進部長

• 奥山則康 日本加工食品卸協会 専務理事

• 土部 充 ヤマサ醤油株式会社国際部貿易課 課長

• 長町雅美 全国食酢協会中央会 専務理事

• 中村 哲也 全国農業協同組合連合会 畜産総合対策部 次長

• 並河 良一 帝京大学 経済学部経済学科 教授

• 藤原 康子 独立行政法人 日本貿易振興機構 主幹

【省庁側】

• 原田修吾 国土交通省 観光庁 外客受入担当参事官

• 大島英彦 農林水産省 生産局 食肉鶏卵課長

• 牟田大祐 農林水産省 消費・安全局 表示・規格課 課長補佐

• 得田啓史 農林水産省 食料産業局 企画課長

• 中澤克典 農林水産省 食料産業局 輸出促進課長

• 栗栖輝光 農林水産省 食料産業局 輸出促進課 課長補佐

• 佐治悠自 農林水産省 食料産業局 輸出促進課 係長

• 中島勝紘 農林水産省 食料産業局 輸出促進課

(委員は五十音順、敬称略)


